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1.第二次日野市下水道プラン（前期計画）の進捗評価 

第二次日野市下水道プランは、国が示した「新下水道ビジョン」、東京都が策定した「多摩川・荒川等流域

別下水道整備総合計画」、日野市が策定予定である「（仮称）２０３０ビジョン」（第二次日野市下水道プラン

策定当時）や日野市の各種計画を勘案して策定しています。 

第二次日野市下水道プランの計画期間は、９年間（令和４年度（２０２２年度）から令和１２年度（２０３０年

度）まで）とし、最初の４年間を前期計画、その後の５年間を後期計画として設定しています。 

ここでは、ＰＤＣＡサイクルの考えに基づき、第二次日野市下水道プラン（前期計画）における各施策の進捗

評価を行い、「第二次日野市下水道プラン（後期計画）」の見直しにあたっての方向性を整理します。 

 

 

図 1-1 計画の推進イメージ 
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図 1-2 第二次日野市下水道プラン（前期計画）における基本方針と施策① 
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図 1-3 第二次日野市下水道プラン（前期計画）における基本方針と施策② 
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図 1-4 第二次日野市下水道プラン（前期計画）における施策体系及び目標 
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1.1. 汚水処理 

1.1.1. 公共下水道（汚水）の整備促進 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

家庭や事業所から排出される汚水は、河川や海

域等の水質汚濁の主な原因となっており、水質保

全のためにも下水道の普及促進は重要なもので

す。日野市では、「多摩川・荒川等流域別下水道整

備総合計画（東京都）」に基づき、公共下水道整備

を遂行し、令和 ２ 年度現在では下水道処理人口

普及率 ９６．０％に至っています。処理区別の内訳

は、南多摩、秋川処理区が １００％、浅川処理区が 

９４．４％となっており、浅川処理区における下水

道整備を推進し、速やかに汚水処理率 １００％達

成を目指す必要があります。 

なお、浅川処理区の未整備区域の大部分は、事

業中の土地区画整理区域にあたるため、汚水整備

の推進を図るためには、土地区画整理事業との連携が不可欠となっています。 

日野市では、今後も土地区画整理事業と合わせた計画的な下水道の普及促進を実施します。 

 

【前期計画における整備目標：公共下水道（汚水）の整備促進】 

項目 現況（Ｒ２） 中間年度（Ｒ７） 目標年度（Ｒ１２） 

下水道処理人口 

普及率 
９６．０％ ９７．１％ ９８．１％ 

 

               ※ 下水道処理人口普及率 ＝ 処理区域内人口（人） ／ 行政人口（人） 

 

（2） 【Ｄｏ】取組状況 

前期計画期間である令和４年度～令和７年度において、約１．２㎞の新設管きょを整備しました。 

 

   

 
図 1-5 処理分区界 
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表 1-1 公共下水道（汚水）の整備実績 

 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

行政人口（人） 187,180 187,617 188,785 189,382 

処理区域内人口 

（人） 
180,073 180,599 181,733 182,559 

【日野市】 

下水道処理人口 

普及率（％） 

96.2 96.3 96.3 

 

96.4 

 

【浅川処理区】 

下水道処理人口 

普及率（％） 

94.7 94.7 94.7 

 

94.9 

 

汚水管きょ整備

延長 

（㎞） 

519.71 519.83 520.12 520.95 

 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

新設管きょの整備区域に対する供用開始を行いました。その結果、目標の下水道処理人口普及率は達成

できませんでしたが、令和７年度末には普及率は９６．４％となりました。また、汚水未整備区域が残る浅川

処理区の下水道処理人口普及率は、９４．９％に達しました。 

なお、下水道処理人口普及率が前期計画目標値に達成できなかった原因としては、土地区画整理事業の

進捗（施行期間）に差異が生じていることが挙げられます。 

 

 

図 1-6 下水道処理人口普及率の推移 
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図 1-7 浅川処理区における下水道処理人口普及率 

 

（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

 下水道処理人口普及率は、前期計画目標値９７．１％には及ばず、９６．４％までの整備に留まってい

ます。 

 浅川処理区の下水道処理人口普及率は、未だ９４．９％であることから、引き続き、土地区画整理事

業の進捗と合わせた計画的な汚水管きょ整備が必要となります。 
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1.1.2. 下水道管きょ（汚水）への接続促進 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

公共下水道が供用開始されると、水洗化への改造義務が生じます。令和２年度現在、日野市の下水道

管きょ（汚水）への水洗化率は９８．３％に到達していますが、公共用水域の水質改善や使用料収入確保

のため、さらなる水洗化率向上に努めます。 

 

【前期計画における整備目標：下水道管きょ（汚水）への接続促進】 

項目 現況（Ｒ２） 中間年度（Ｒ７） 目標年度（Ｒ１２） 

水洗化率 ９８．３％ ９８．７％ ９８．９％ 

※ 水洗化率 ＝ 水洗化人口（人） ／ 処理区域内人口（人） 

 

（2） 【Ｄｏ】取組状況 

日野市では、公共下水道への切替えＰＲを行い、接続促進に努めています。 

令和元年度より、地区を特定し、家屋台帳、住宅地図の塗りつぶし資料及び現地確認のうえ、下水道未接

続家屋を特定し、接続願いの文書を送付しています。 

市全体の浄化槽・汲み取りからの切替え実績は、前期計画期間である令和４年度から令和７年度の切替

え実績は、52 件となっております。 

 

 

図 1-8 公共下水道切替えＰＲ 
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図 1-9 公共下水道切替え実績 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

接続促進の取組を行いましたが、水洗化率は、令和７年度現在で９７．９％となり、目標値達成とはなりま

せんでした。 

水洗化率が前期計画目標値に達成できなかった要因としては、残る未接続世帯においては高齢者世帯

であるなど、世帯ごとに事情があり接続が困難なケースも散見されることや新規整備後の接続義務が３年

以内であるため、土地区画整理地内での供用開始直後には土地の利用がすぐに行われないこともあり、見

かけ上の水洗化率が低下することが挙げられます。 

 

表 1-2 水洗化率の推移 

 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

処理区域内人口 

（人）① 
180,073 180,599 181,733 182,559 

水洗化人口 

（人）② 
176,615 177,052 178,122 178,690 

未接続人口 

（人）①－② 
3,458 3,547 3,613 3,869 

水洗化率（％） 

②／① 
98.1 98.0 98.0 97.9 
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図 1-10 水洗化率の推移 

 
（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

 一般的に、水洗化率が１００％未満である場合には、汚水処理が適切に行われておらず、水質保全の

観点から問題が生じる可能性があることや、使用料収入の確保を図るため、水洗化率向上への取組

が必要となります。 

 日野市の水洗化率は、令和７年度で９７．９％に達し、全国平均９３．７％（令和 6 年度値）に対して上

回っていますが、多摩地区平均９９．０％（令和 6 年度値）に対しては、やや低い状況にあります。 

 下水道未接続家屋があることから、水洗化率１００％へ向けた取組を実施する必要があります。   
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1.2. 水環境の保全 

1.2.1. グリーンインフラの取組促進 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

日野市の河川や湧水の水質は、汚水整備が進むにつれて、改善されていますが、浅川の流量や湧水地

点は減少傾向にあります。 

そこで、日野市では、健全な水環境を保全するため、関連部局と連携し、みどりの保全や、家庭や事業

所、公共施設に対する雨水浸透施設の設置促進する等、グリーンインフラの考え方に基づき、雨水の地下

浸透を図っていきます。 

なお、当施策は、下水道だけでなく、関連部局と連携し、一体的に取り組むことで、健全な水環境の保

全・回復に努めるものです。 

 

【前期計画における整備目標：グリーンインフラの取組促進】 

項目 現況（Ｒ２） 中間年度（Ｒ７） 目標（Ｒ１２） 

浸透施設の普及 
宅地造成や一定規模以上の建築物の建築時における 

浸透施設の普及促進 

 

（2） 【Ｄｏ】取組状況 

「清流保全条例」に基づいて、建築物の新築又は増改築等に際しての雨水浸透施設設置に関する指導を

随時行いました。 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

雨水浸透施設の設置促進の取組により、前期計画期間である令和４年度から令和７年度において、雨水

浸透ます９９０基、雨水浸透トレンチ３，１９９ｍの設置を実施しました。 

 
表 1-3 雨水浸透施設設置実績 

 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 合計 

雨水浸透ます 

（基）（※） 
380 336 204 70 990 

雨水浸透 

トレンチ（ｍ） 
980 912 849 458 3,199 

※一般と開発事業を含む 
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図 1-11 雨水浸透ます設置実績 

 

（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

 浅川（高幡橋）の流量は、年々減少傾向にあることから、水環境保全・回復のため、雨水浸透施設の

設置を促進する必要があります。 

 浸透施設の機能を長く維持するには、適切かつ定期的な維持管理が不可欠であり、市民や民間事業

者等に定期的な清掃・点検に協力してもらう必要があります。 

 

図 1-12 浅川（高幡橋）流量の推移 

 

 

図 1-13 浸透施設の設置効果 

出典：雨水浸透施設整備促進に関する手引き（案） 平成２２年４月 国土交通省都市・地域整備局下水道部・国土交通省河川局治水課 
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1.3. 浸水対策 

1.3.1. 公共下水道（雨水）の整備促進 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

これまでの雨水整備は、計画区域全域において一律の整備目標で整備を進めることを基本としてお

り、過去の浸水被害の大きい地区を優先的に整備してきた事例がほとんどです。しかし、近年では、「再

度災害防止」に加え「事前防災・減災」、「選択と集中」等の観点から、浸水リスクを評価し、雨水整備の優

先度の高い地域を中心に浸水対策を推進することとされています。 

そのため、地方公共団体において、下水道による浸水対策を実施すべき区域や目標とする整備水準、

当面・中期・長期の施設整備の方針等の基本的な事項を定める「雨水管理総合計画」を策定することが望

ましいとされています。 

そこで、日野市では、雨水管理総合計画を策定し、浸水リスクを踏まえた雨水管きょの整備を進めま

す。 

 

【前期計画における整備目標：公共下水道（雨水）の整備促進】 

項目 現況（Ｒ２） 中間年度（Ｒ７） 目標年度（Ｒ１２） 

雨水管理総合計画の 

策定 
－ 

計画策定 

（Ｒ６） 
－ 

面整備率 

（現行事業計画区域） 
 ８９．１％（Ｒ１） ９０．３％ ９１．３％ 

※ 整備率 ＝ 整備面積（ｈａ） ／ 事業計画面積（ｈａ） 

 

（2） 【Ｄｏ】取組状況 

前期計画期間である令和４年度から令和７年度においては、「雨水管理総合計画」の策定に向けて、浸水

シミュレーションによる内水浸水想定を行うとともに、その内水浸水想定結果を基にした浸水リスクの評価

による整備優先順位及び対策内容を定めた「日野市雨水管理総合計画」を令和８年３月に策定しました。 
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図 1-14 公共下水道（雨水）整備状況（令和７年度末） 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

面整備率は、令和７年度末時点で９０．１％となっており、前期計画で定められた整備目標（面整備率９０．

３％）に達しませんでした。 

なお、面整備率が前期計画目標を達成できなかった要因として、雨水管理総合計画を策定し事業の見直

しを図ったこと、工事発注前の実施設計に時間を要したことが挙げられます。 

 

（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

「日野市雨水管理総合計画」策定を踏まえて、浸水リスクがある地区に対して、効率的かつ計画的な対策

を推進する必要があります。 
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1.3.2. 気候変動に対応した浸水対策の強化 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

近年の気候変動によって、計画規模を上回る降雨が頻発しています。また、今後、その降雨規模も増大

していくことが予測されています。 

この気候変動を踏まえ、これまでの浸水被害状況に加え、降雨規模の増大に対するリスクを踏まえ、事

業の重点化・効率化を検討していく必要があります。 

そのためには、ハード対策に、ソフト対策、自助・共助を組み合わせることにより、効果的に浸水被害を

最小化し、雨に強いまちづくりを実現する総合的な対策が必要となります。 

今後は、前述の雨水管理総合計画において、計画規模を上回る降雨に対しても具体の対応方針を検討

し、浸水対策の強化を図ります。例えば、これまでの各種取り組みに加え、管きょ内に水位計を設置して、

水位上昇（浸水）の兆候をつかみ、市民へ情報発信する等、被害軽減に向けたソフト対策の強化について

も検討していきます。 

また、令和３年度の流域治水関連法改正により、内水ハザードマップの作成が求められています。 

そこで、日野市でも内水ハザードマップのベースとなる雨水出水浸水想定区域図の作成、および避難

情報を追加した内水ハザードマップを作成・公表します。 

 

【前期計画における整備目標：気候変動に対応した浸水対策の強化】 

項目 
現況 

（Ｒ２） 

中間年度 

（Ｒ７） 
目標年度（Ｒ１２） 

ハード 

浸透施設の普及 
宅地造成や一定規模以上の建築物の建築時における 

浸透施設の普及促進 

貯留施設設置の 

検討 
－ 検討 （対策実施） 

ソフト 

内水ハザードマップ 

の作成・公表 
－ 

・雨水出水浸水想定

区域図の作成 

・内水ハザードマップ

の作成・公表 

－ 

ＢＣＰの実践 － 

計画策定・ 

継続訓練１回／年 

（見直し検討） 

継続訓練１回／年 

（見直し検討） 

情報発信の検討 － 検討 （対策実施） 

自助・共助 

の促進 

防災訓練等の 

実施 
１回／年 
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（2） 【Ｄｏ】取組状況 

 前期計画期間である令和４年度～令和７年度において、雨水浸透ます９９０基、雨水浸透トレンチ１１，

７２６ｍの設置を実施しました。また、公共施設への雨水貯留施設の設置について、学校建替え時に

関係部署と調整を実施してきました。 

 令和３年度には流域治水関連法が改正され、内水に対しても想定最大規模降雨に対する雨水出水

浸水想定区域図（内水浸水想定区域図）を作成するととともに、避難に資する情報を掲載した内水

ハザードマップの作成が求められていることから、令和８年２月に雨水出水浸水想定区域図を作成

し、公表しました。 

 国土交通省では、対象災害に水害を加えた「下水道ＢＣＰ策定マニュアル２０２２年版（自然災害編）」

を更新しています。日野市でも、地域防災計画の改定とあわせ、浸水を含めた下水道ＢＣＰを策定

し、浸水被害対応の強化を図りました。ＢＣＰの実践については、定期的な計画の見直し及び継続訓

練を年に１回行っています。 

 東京都や国土交通省における、雨量計、河川水位計の観測情報及び河川監視カメラの映像をインタ

ーネットでのリアルタイム情報について情報提供するとともに、令和元年度に発生した台風第１９号

（東日本台風）での石田２丁目地区を中心に発生した床上浸水の被害を踏まえ、排水樋管に水位標

の設置を行いました。 

 さらに、自助・共助を促すための支援として、関係機関と連携し、地域住民向けの防災訓練や防災講

話を実施しています。 

 

表 1-4 【再掲】雨水浸透施設設置実績 

 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 合計 

雨水浸透ます 

（基） 
380 336 204 70 990 

雨水浸透 

トレンチ（ｍ） 
980 912 849 458 3,199 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

 宅地造成や一定規模以上の建築物の建築時における浸透施設の普及に対しては、建築物の新築又

は増改築等に際しての雨水浸透施設設置に対する指導を継続しています。また、公共施設への貯留

施設の設置に関しては、関係部署との調整に努めています。 

 前期計画期間では、「雨水出水浸水想定区域図」及び「内水ハザードマップ」の作成、公表を目標とし

ていましたが、国土交通省では令和７年度末での雨水出水浸水想定区域の指定を目標として掲げて

おり、同指定に向けて取り組んできました。雨水出水浸水想定区域の指定（公表）にあたり、市内部

調整等に時間を要したことから、内水ハザードマップについては、前期計画期間での作成、公表には

至りませんでした。 

 ＢＣＰについては、定期的な計画の見直し及び継続訓練を年に１回実施することにより、有事に備え
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ています。 

 浸水発生に対する情報発信について、当面の対応として排水樋管への水位標の設置を行いました

が、今後は排水樋管への水位計測システムの導入も見据えています。 

 

（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

 ハード対策、ソフト対策、自助・共助の促進を組み合わせた総合的な浸水対策をさらに強化していく

必要があります。 

 「雨水出水浸水想定区域図」を作成・公表したため、今後は速やかに住民の避難に資する情報とな

る「内水ハザードマップ」についても作成・公表していく必要があります。 
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1.4. 地震対策 

1.4.1. 災害対応能力の強化 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

発災時に下水道ＢＣＰが有効に活用されるためには、策定した下水道ＢＣＰを職員や関係者に周知させ

るための教育と合わせて、定期的に訓練を立案し、実施することが不可欠です。また、下水道ＢＣＰは、災

害時の対応の教訓・事例や訓練を踏まえて、ＰＤＣＡによる継続的な見直しを進め、内容をより実践的な

ものにしていくことが必要です。 

令和元年度に改定した日野市下水道ＢＣＰでは、災害時においても下水道機能を早期復旧・維持させ

るため、被災時の連絡体制や訓練計画、維持改善計画等をとりまとめています。日野市では、今後も同計

画に基づいた訓練と、計画の定期的な見直しを進めます。 

また、指定避難所及び地域における防災拠点の整備として、マンホール型トイレ施設整備等、避難所に

おけるトイレの確保、管理について計画を策定していきます。 

 

【前期計画における整備目標：災害対応能力の強化】 

項目 現況（Ｒ２） 中間年度（Ｒ７） 目標年度（Ｒ１２） 

ＢＣＰの実施 － 継続訓練 １回／年（計画見直し検討） 

 

（2） 【Ｄｏ】取組状況 

日野市下水道ＢＣＰでは、災害時においても下水道機能を早期復旧・維持させるため、被災時の連絡体制

や訓練計画、維持改善計画等を取りまとめています。下水道ＢＣＰの継続訓練については、災害時支援東京

都下水道連絡会議による情報連絡訓練に毎年参加しています。 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

「日野市下水道ＢＣＰ」の定着と職員の対応能力向上を図るため、訓練を年１回継続的に実施しています。 

 

（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

 避難所等におけるトイレ機能の確保に向け、関連各課と連携して引き続きマンホール型トイレ施設の

整備を進める必要があります（現在のマンホール型トイレの設置基数は合計７３基）。 

 下水道ＢＣＰの定着と災害対応能力向上を図るため、定期的な訓練と見直しを行う必要があります。 

 令和７年度に「下水道施設の耐震対策指針と解説」が改訂されたことから、同指針と解説に基づき

「日野市上下水道耐震化計画」の見直し要否を判断していく必要があります。 
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1.5. 維持管理 

1.5.1. 下水道ストックマネジメント計画に基づく維持管理 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

日野市の下水道管路施設は老朽化が進み、今後、維持管理費および改築費の増加が予測されます。そ

こで、既存施設の延命化や費用の平準化による長期的な維持管理費の抑制を図るため、ストックマネジ

メントの実施により、持続可能な下水道事業に努めてきました。 

今後もストックマネジメント計画に基づき計画的・効率的な点検・調査および修繕・改築に努めます。 

 

【整備目標：下水道ストックマネジメント計画に基づく維持管理】 

項目 現況（Ｒ２） 中間年度（Ｒ７） 目標年度（Ｒ１２） 

管きょ調査実施率 ２０ ％（Ｒ１） ５２ ％ ７７ ％ 

※管きょ調査実施率：汚水管きょ調査延長／汚水管きょ総延長×１００ 

 

（2） 【Ｄｏ】取組状況 

 「日野市下水道ストックマネジメント計画」に基づいた点検・調査及び修繕・改築を行っています。 

 平成３０年度から令和６年度の７年間で約２７４ｋｍ（年間平均約３９ｋｍ／年）の調査を実施してきまし

た。なお、令和７年度は、石田、新井、三沢、平山、日野台地区で約５０㎞の調査を実施しました。 

 加えて、令和７年（２０２５年）１月に埼玉県八潮市において、下水道管の破損に起因すると考えられる道

路陥没が発生し、国土交通省から下水道管理者に対し陥没箇所と同様の大規模な下水道管路を対象に緊

急点検を求める事務連絡を発せられたことから、日野市においても、該当する下水道管路について緊急点

検を実施しました。 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

 管きょ調査にあたっては、これまでの点検の結果により調査対象延長の見直しを行いました。調査総延

長が少なくなったことにより、管きょ調査実施率は前期計画期間の目標を大きく達成するものとなってい

ます。なお、令和９年度までに市内全域の調査が完了する見込みとしております。 

 

（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

今後、老朽化した施設はますます増加していくことから、ストックマネジメント計画に基づく計画的な点

検・調査を行うとともに、効率的な修繕・改築を実施する必要があります。事業の実施にあたっては、民間

活力や最新技術を積極的に活用することも検討し、着実な維持管理の実効性を高めていく必要があります。 
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1.5.2. 雨天時浸入水対策の推進 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

雨天時浸入水は、汚水管からの溢水、公共用水域の水質悪化、流域下水道維持管理費負担金の増加

等、様々な問題が懸念されることから、計画的な対応が求められています。 

今後は、東京都と連携し、重点的に対策を講ずるべき地域を絞り込み、対策を実施します。 

 

【前期計画における整備目標：雨天時浸入水対策の推進】 

項目 現況（Ｒ２） 中間年度（Ｒ７） 目標年度（Ｒ１２） 

雨天時浸入水 

対策工事 
一部、対策工事完了 優先度を考慮した対策工事の実施 

 

（2） 【Ｄｏ】取組状況 

雨天時浸入水に対して、流量調査に基づき、優先度を考慮した対策工事を実施しました。また、令和８年

３月には、今後の対策方針を定めた「雨天時浸入水対策計画」を策定しました。 

 

表 1-5 各年度での取組状況 

年度 取組内容 

Ｒ４ 
秋川処理区４００ｈａのうち、雨天時浸入水が見込まれる日野第一旭が丘処理

分区（２９６．５ｈａ）について雨天時浸入水調査を実施 

Ｒ５ 
Ｒ４の調査において、雨天時の流入が多いと判断された箇所のうち、１つのエ

リアに絞り込み、雨天時の流入が多い箇所の調査を実施 

Ｒ６ 
秋川処理区、浅川右岸処理分区（第一処理分区～第十処理分区）の雨天時浸

入水調査を実施 

Ｒ７ 
全１０処理分区のうち、雨天時浸入水の多い３処理分区（第三、六、八処理分

区）に絞って調査を実施 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

流量調査による絞り込み調査を実施したうえで、ストックマネジメント計画に基づく対策工事を実施して

います。 

 

（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

昨今、雨水が汚水管に流入することによる排水処理の不具合が問題となっていることから、雨天時浸入

水対策の推進を図る必要があります。また、今後は令和和８年３月に策定した「雨天時浸入水対策計画」に

基づき対策を行う必要があります。 
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1.5.3. 維持管理のデジタル化推進 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

日野市の下水道は、整備促進の時代から、本格的な維持管理の時代へと移行しつつあります。今後、事

業の持続性を高めつつ、サービス向上が図られるよう、デジタル技術等を活用した事業の効率化や自動

化等による生産性の向上が必要とされています。そのためには、下水道事業における ＤＸ（デジタルト

ランスフォーメーション）を推進していくことが重要となります。 

日野市では、下水道施設の老朽化や雨天時浸入水等に的確に対応していくため、維持管理を支えるデ

ータの活用環境を充実させ、日野市下水道事業のＤＸに向けた整備を進めていきます。 

 

【前期計画における整備目標：維持管理のデジタル化推進】 

項目 現況（Ｒ２） 中間年度（Ｒ７） 目標年度（Ｒ１２） 

維持管理の 

デジタル化推進 
－ 検討 （対策実施） 

 

（2） 【Ｄｏ】取組状況 

ＤＸを推進する国の動向等を踏まえ、令和７年３月に、これまでの下水道台帳システムの機能を拡張し、

市のホームページで閲覧を可能としました。 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

前期計画期間では、維持管理のデジタル化について検討を行う方針であったことに対し、市内の下水道

台帳システムのＷｅｂ化を実現しました。その他、排水樋管へ水位標の設置を行いましたが、これは、将来、

排水樋管の自動化や遠隔・監視システムを導入していくことも見据えた当面対応となります。 

 

（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

引き続き、ＤＸ技術の開発動向も踏まえ、検討を進めていく必要があります。なお、排水樋管の自動化や

遠隔・監視システムの導入については、令和８年３月策定の「日野市雨水管理総合計画」及び令和８年度以

降に作成予定の「内水ハザードマップ」を基礎資料とし、「選択と集中」の観点から効率的、経済的かつ効果

の高いシステムの導入を検討していく必要があります。 
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1.6. 資源の循環利用 

1.6.1. 下水道資源の有効利用 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

下水道は、水、下水汚泥中の有機物、窒素・りん、再生可能エネルギーである下水熱等、多様な資源とし

て活用できる可能性を有しており、これらの資源を有効に活用し、循環型システムを構築することが重要

となっています。 

日野市では、引き続き、東京都と連携し、処理水や汚泥の有効利用に貢献していきます。 

 

【前期計画における整備目標：下水道資源の有効利用】 

項目 現況（Ｒ２） 中間年度（Ｒ７） 目標年度（Ｒ１２） 

資源の有効利用 東京都との連携 連携継続 

 

（2） 【Ｄｏ】取組状況 

日野市に位置する浅川水再生センターの西側には、処理水を利用して「みなみぼり遊歩道」が作られてい

ます。また、東京都との連携により、処理水を管きょの洗浄水として利用することや下水道汚泥（焼却灰）を

資源化した建設資材の利用等を継続しています。 

   

図 1-15 下水汚泥（焼却灰）の資源化のイメージ 

出典：東京都下水道事業経営計画２０２１ 令和３年３月 東京都下水道局 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

下水道は多様な資源として活用できる可能性を有しており、この資源を有効利用することが重要である

ことから、東京都との連携を継続しています。 

 

（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

  循環型社会の構築に向けて、東京都と連携し、処理水や下水汚泥の有効利用にを行う必要があります。 



 

23 

1.7. 魅力の発信 

1.7.1. 情報発信の充実 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

持続可能な社会を構築するために、下水道の果たすべき使命は、汚水処理や雨水排除だけでなく、健

全な水環境の創造、水・資源・エネルギーの活用等より多様化しています。一方、普及率が上昇し、街に

“あって当たり前”の存在となり、市民の関心や認知度は必ずしも高いとは言えません。継続的な事業運

営のためには、下水道事業に対する市民の理解・関心が不可欠です。 

そこで、下水道の魅力や防災情報を積極的に発信していく“下水道の見える化”に取り組みます。 

 

【前期計画における整備目標：情報発信の充実】 

項目 現況（Ｒ２） 中間年度（Ｒ７） 目標年度（Ｒ１２） 

情報発信回数 
 

(
イベントへの出展

回数やＨＰ更新等) 

１回／年 １回／年 

 

（2） 【Ｄｏ】取組状況 

東京都（流域下水道）では「浅川水再生センター夏フェスタ」を毎年開催しており、下水道事業の役割や大

切さについて、啓発活動を行っています。 

日野市では、市民が環境について考える機会を提供することを目的とし「日野市環境フェア」を毎年実施

しています。 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

市のイベントとして、年に１回開催されている「日野市環境フェア」において、情報発信を継続しています。 

 

（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

市民に対し、下水道事業について理解・関心を深めていくことや、防災意識を向上していくため、引き続

き、マンホールカードや市ＨＰ、各種イベント等を利用した広報活動を実施する必要があります。 
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1.8. 下水道経営 

1.8.1. 経営戦略に基づく事業運営 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

日野市では、令和２年４月より地方公営企業法の財務規定等を適用することで、健全な事業経営の実

現に向けた取り組みを推進しています。 

加えて、将来に渡り安定した事業運営を行うことを目標として、令和２年度に「日野市公共下水道事業

経営戦略」を策定しました。経営戦略では、中長期的な視点から経営基盤の強化に取り組むことができる

ように計画期間を令和３年度から令和１２年度までの１０年間とし、計画期間の中間にあたる令和７年度

に中間評価、必要に応じた見直しを行うこととしています。 

今後は、経営戦略に基づいた事業運営を行い、経営の健全化を推進すると共に、地方公営企業法の適

用による“経営の見える化”を進め、将来に渡り持続可能な経営基盤の確保に努めます。 

 

【前期計画における整備目標：経営戦略の定期的な見直し】 

項目 現況（Ｒ２） 中間年度（Ｒ７） 目標年度（Ｒ１２） 

経営戦略の定期的な 

検証・見直し 
経営戦略策定（Ｒ３） １回／５年 

 

（2） 【Ｄｏ】取組状況 

令和６年度の日野市下水道事業の歳入は、下水道使用料が歳入の約５割を占めており、一般会計補助金

と地方債が同程度となっています。 

下水道事業の歳出では、維持管理費、建設改良費、地方債償還費が同程度の割合となっています。 
令和３年度に策定した「日野市下水道経営戦略」に基づき、経営の健全化に取り組んできました。毎年度

の経営状況については市ＨＰにて、下水道事業会計決算書、業務状況説明書類、下水道事業に係る経営比

較分析表により公表しています。 

令和７年度には経営戦略の見直しを図るとともに、将来推計に基づく財政収支検討（下水道使用料の見

直し）を行いました。   
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下水道事業の歳入 下水道事業の歳出 

  

図 1-16 日野市下水道事業の歳入・歳出実績 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

定期的な見直しとして、令和７年度に経営戦略の見直しを図るとともに、将来推計に基づく財政収支検

討（下水道使用料の見直し）を行いました。 

 

（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

 耐用期間の迫る下水道施設を計画的に更新するために支出の増加が見込まれることから、「日野市

公共下水道事業経営戦略」に基づいた事業運営を行い、経営の健全化を推進する必要があります。 

 人口減少や社会情勢などを踏まえて、適正な下水道使用料の金額を定期的に検証する必要があり

ます。 

 公営企業会計による“経営の見える化”を推進していく必要があります。 
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1.8.2. 広域化・共同化の検討 

（1） 【Ｐｌａｎ】取組内容と目標 

 

取組の方向性  

今後、人口減少の進行に伴う使用料収入の減少や、技術職員の減少、下水道施設の老朽化といった

様々な課題があり、将来にわたり持続的な事業を運営することが困難となりつつある中、一層の健全な

経営による経営基盤の強化が求められています。 

東京都では、「下水道事業の広域化・共同化検討会」において広域化・共同化の検討を進めています。 

日野市では、引き続き検討会等へ参加し、広域化や共同化について、東京都や近隣自治体と連携し、検

討を進めます。 

 

【前期計画における整備目標：広域化・共同化の検討】 

項目 現況（Ｒ２） 中間年度（Ｒ７） 目標年度（Ｒ１２） 

広域化・共同化の 

検討 

東京都・近隣自治体との

連携 
連携継続 

 

（2） 【Ｄｏ】取組状況 

東京都では、多摩地域の下水道事業を実施する関連団体で構成した「下水道事業の広域化・共同化検討

会」に基づく議論を踏まえ、「東京都の汚水処理に関する広域化・共同化計画」を令和４年１２月に策定しまし

た。 

日野市では、同計画や関連する分科会等への参加を踏まえ、東京都や近隣自治体と連携を進めています。 

日野市で取り組んでいる事項は表 1-6 の赤枠に示すとおりであり、具体な取組内容を下記に示します。 
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表 1-6 「東京都の汚水処理に関する広域化・共同化計画」における広域化・共同化メニュー（多摩地域） 

 

が日野市が参画しているメニューを示します。 

出典：東京都の汚水処理に関する広域化・共同化計画 令和４年１２月 東京都 に加筆 

 

【日野市での主な取組内容】 

 雨天時浸入水対策：豪雨時における安定的な下水道機能を確保するため、都と各市町村で情報

交換会を行っています。 

 市町村下水道情報交換会：都と各市町村の連携を強化することにより、下水道事業運営の効率

化、水環境の改善、危機管理の強化を図ります。 

 現場見学会・講習会等の開催：市町村職員の技術力向上により、下水道サービスを向上させま

す。 

 災害時のし尿受け入れ：災害時におけるし尿の適切な搬入・受け入れの実現により、避難場所

の環境衛生を確保し、避難者を健康被害から守ります。 

 災害時の受援計画：被災時に各自治体や関係機関等から応援を円滑に受け入れます。 

 

（3） 【Ｃｈｅｃｋ】取組に対する評価 

「東京都の汚水に関する広域化・共同化計画」での取組の実施や、東京都や近隣自治体との連携を継続し

ています。 
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（4） 【Ａｃｔｉｏｎ】次期計画における方向性（課題） 

 東京都が策定した「東京都の汚水処理に関する広域化・共同化計画」に基づき、東京都及び関係団体と連

携した広域連携に継続して取り組んでいく必要があります。 

また、日野市も東京都並びに関連団体で構成される各種会議に継続的に参加していることから、今後も

同会議の議論を踏まえ、広域連携を推進していく必要があります。 
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1.9. 進捗評価総括 

実績値として、令和４年度から令和７年度までの進捗評価を整理し、表 1-7 に示します。 

 

 

表 1-7 第二次日野市下水道プラン進捗実績 

 

令和7年度 令和12年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

－ － 187,180 187,617 188,785 189,382

－ － 180,073 180,599 181,735 182,559

97.1 98.1 96.2 96.3 96.3 96.4

②下水道管きょ（汚水）への接続促進 98.7 98.9 98.1 98.0 98.0 97.9

380 336 204 70

895 912 849 458

面整備率（％） 90.3 91.3 90.1 90.1 90.1 90.1

雨水浸透ます設置基数（基） 380 336 204 70

浸透トレンチ設置延長（m） 895 912 849 458

貯留施設設置の検討 貯留施設設置の検討 検討
公共施設等の整備に合わ

せた設置検討

公共施設等の建替えに

伴う設置検討

内水ハザードマップの作成・公表

雨水出水浸水想定
区域図／内水ハ
ザードマップの作

成・公表

内水ハザードマップ
の作成・公表

浸水データ整理
浸水シミュレー

ション
雨水出水浸水想
定区域図作成

雨水出水浸水想
定区域図作成

BCPの実施
計画策定

継続訓練1回/年
継続訓練1回/年

水位情報を生かした情報発信の検討 検討
排水樋管に対する
水位計測システム

の導入検討

排水樋管への水
位標の設置

防災訓練等の実施

地震対策 BCPの実施

管渠調査実施率（％） 52 100 － － － 88

雨天時浸入水対策工事の実施 浸入水調査 浸入水調査 浸入水調査 浸入水調査

検討 対策実施 － － －
下水道台帳システ
ムの導入

資源の循環利用 東京都との連携

魅力の発信 情報発信回数

経営戦略の定期的な見直し － － － 見直し

東京都・近隣自治体との連携

下水道プラン整備目標 実績値

①経営戦略に基づく事業運営

②広域化・共同化の検討

浸透施設の普及

②雨天時浸入水対策の推進

①下水道ストックマネジメント計画に基づく維持管理

①災害対応能力の強化

自助・共助の促進

ソフト

①下水道資源の有効利用

①情報発信の充実

連携

連携

1回/年 1回/年

開催

1回/年 1回/年

宅地造成や一定規模以上の建築物の
建築時における普及促進

1回/年

浸水対策

②気候変動に対応した浸水対策の強化

ハード

行政人口（人）

処理区域内人口（人）

普及率（％）

水洗化率（％）

雨水浸透ます設置基数（基）

浸透トレンチ設置延長（m）

①公共下水道（雨水）の整備促進

下水道経営

汚水処理

1回/年

連携継続

1回/5年

維持管理 優先度を考慮した対策工事の実施

③維持管理のデジタル化推進

宅地造成や一定規模以上の建築物の
建築時における普及促進

連携継続

水環境の保全 ①グリーンインフラの取組促進

①公共下水道（汚水）の整備促進




